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日本全体で人口減少が進む中、東京圏への人口集中により地方圏の経済活動の環境は輪をかけて
厳しくなっている。他方で、2020年以降流行した新型コロナウイルス感染症は、デジタル技術の急
速な普及などにより人口移動と企業立地の傾向に一定の変化をもたらしたと想定される。

こうした背景の下、本稿では、人口移動とそれに関係する企業立地について、特に地方圏の視点
から議論を展開する。基本的な理論と長期的なトレンドを整理したうえで、人口移動、全国スケー
ルでの企業立地、都市内の企業立地の三つの観点から近年の傾向を明らかにすることを目指した。

理論的な観点からは、転入者と転出者の差によるネットの人口移動だけではなく、転出入の総量
としてのグロスの人口移動が地域の経済に貢献し得る一方、多くの経済主体が同じ地域に集まるこ
とで生産性が向上する集積の経済が企業立地の重要な要素であることを指摘した。また、長期的な
トレンドとして戦後の人口移動を概観し、深刻な地域間格差の下で高度成長期の激しい人口移動が
生じたのち、集積の経済などを理由に依然として残る格差を反映して、以後も大都市圏に向かう人
口移動が生じていることを示した。

近年の傾向として、人口移動の観点からは、人口移動数と関係する要素として、コロナ禍以前と
は異なるものが発見された。さらに、開業率の分析を通じた全国スケールでの企業立地の分析から
は、グロスの転入率が、コロナ禍の下で関係するファクターとして顕在化していることが明らかに
なった。一方で、電話帳の飲食店データによる都市内立地の分析では、コロナ禍を経ても一定の頑
健性が確認される。

これらの傾向は、今後過去に回帰する可能性があることから予断を許さないものの、総人口移動
の観点も含めた人口移動促進施策、地方圏における集積の経済の追求、デジタル技術と企業立地の
連携といった政策的示唆を与えるものである。

要　旨
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1　はじめに

日本の総人口は2008年にピークを迎えたのち、
減少に転じており、現在の人口の年齢別構成から
して、今後大きく減ることは確実になっている。
加えて、主として東京圏への人口集中が進む中で、
人口減少は国土全体で一様に発生するのではな
く、地域により大きな偏りが生じており、特に大
都市から離れた地方圏における人口減少は深刻に
なっている。経済活動を行うに当たって、財・サー
ビスに対する需要と労働力の供給双方の観点か
ら、人口規模とその増減は重要なファクターであ
り、上述の人口動態は大きな困難として立ちはだ
かっている。

東京圏への人口集中が起こる背景には、産業の
高度化が進む中で、経済活動で生み出される付加
価値の中心が知識へシフトしていることが挙げら
れる。この変化に対応した企業立地を議論するこ
とが求められる。

他方で、2020年以降の新型コロナウイルス感染
症の感染拡大（以下、「コロナ禍」という）は、
デジタル技術の急激な普及や密を避ける行動変容
によって、人々の居住地や経済活動の分布に大き
な変化をもたらした。その後、種々の制限の解除
により多くの活動はコロナ禍前に戻ったものの、
一定の不可逆の変化が生じている。

こうした状況を踏まえて、本稿では、特に地方
圏の視点から、人口移動と企業立地が現在どのよ
うに生じているのか、理論と実態を長期的トレン
ドの視点で把握したうえで、コロナ禍を含めた近
年の動向を知ることを目指す。これにより、地域
の経済振興につながる政策の在り方や、地方圏で
の企業活動の方向性についての示唆を得ることが
期待される。

本稿は以下のように構成される。まず、第 2 節
において、人口移動や企業の立地が地域にとって

どのような影響をもたらすのかを述べる。第 3 節
において、人口移動が生じる要因を述べたうえで、
日本におけるその長期トレンドについて議論す
る。ついで、第 4 節から第 6 節において、コロナ
禍の影響を踏まえて、近年の人口移動と企業立地
の動向を議論する。第 4 節ではコロナ禍での大都
市圏から地方圏への人口移動の状況を、第 5 節で
は全国スケールでの開業率の動向を、第 6 節では
電話帳データから取得した飲食店の都市内立地の
傾向を、それぞれコロナ禍前と比較しながら分析
する。最後に第 7 節において、本稿から得られる
政策的示唆について考える。

なお、本稿では上述のように人口流出が生じる
地方圏に注目するが、ここでいう地方圏は東京・
名古屋・大阪の三大都市圏ではない地域を指すも
のとする。分析のため便宜的に東京圏は埼玉県・
千葉県・東京都・神奈川県、名古屋圏は岐阜県・
愛知県・三重県、大阪圏は京都府・大阪府・兵庫
県・奈良県からなるとする。

2 　人口移動と企業の立地が 
 地域に及ぼす影響

議論の手始めとして、人口移動と企業立地によっ
て地域がどのような影響を受けるのか整理する。

地域の人口移動の測り方には、純移動と総移動
がある。純移動は人口移動により地域に流入した
人口と地域から流出した人口の差であり、つまり
人口移動によって地域の人口がどのくらい増減し
たかを測るもので、ネットともいう。これに対し、
総移動は移動した人口の総数であり、グロスとも
いう。

純移動は人口移動による地域の人口の増減を指
すから、その影響も人口・労働力の増減の影響に
対応している。まず、人口の増加によって、財・
サービスに対する需要が増大し、それが企業活動
に対する機会をもたらす。さらに、労働力の供給
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拡大によっても地域の経済成長がもたらされ、こ
れも企業活動の機会増大につながる。

もっとも、こうした効果は専ら人口移動によっ
てのみもたらされるわけではなく、出生者数が死
亡者数を上回る自然増加、もしくは人口の年齢構
成による生産年齢人口の増加によっても生じる。
上述のように現在は日本全体で人口減少が生じて
いる状況であり、この観点からは厳しい状況に直
面しているといえよう。

他方で、人口移動の効果は量的に人口が増減す
ることにとどまらず、総移動も地域に影響を及ぼ
すと考えられる。移動によって流入した人口は、
移動せずに地域にとどまっていた人口と質的に異
なることが想定される。第一に、他地域から流入
した者は単純に同じ地域にとどまっている者とは
異なる知識や情報を有していることが期待される

（Trax, Brunow, and Suedekum, 2015; Alesina, 
Harnoss, and Rapoport, 2016; Böheim, Horvath, 
and Mayr, 2014）。地域に多様な知識や情報を有
している者が存在していることで、新たな発想の
技術や商品の創出につながる、一部が生き残るこ
とで危機に対する頑健性を獲得する、といった効
果が期待される。第二に、国土スケールでいえば
大都市圏に対する地方圏のように、相対的に人的
資本の蓄積が乏しい地域の場合、地域外で高度な
知識や技術を習得した者が流入することは、地域
の人的資本の蓄積につながる（鹿嶋、2016; 江﨑、
2012; 藤田、2007）。典型的には、大都市圏の学校
を卒業した者や企業勤務を経験した者などの、UJI
ターンによる流入が挙げられるだろう。

この効果に注目する場合、問題となるのは地域
に流入する人口と流出する人口の差で算出される
ネットではなく、流入する人口の量そのもの、つ
まりグロスである。そもそも国全体の人口の自然
減が進み、社会増を達成したとしても大幅な人口
増は見込めない中では、人口の流動に注目する意
義もあると考えられる。

特定のタイプの人口分布に着目した議論とし
て、Florida（2002, 2005）は、新たな階級として
クリエイティブ階級が出現しているとして、この
階級の動向が知識経済下での都市の成長に大きく
影響するとしている。この階級はクリエイティビ
ティ、個性、差異、経済的価値を重視する精神を
有しており、芸術家、技術者、音楽家、コンピュー
タ技術者、作家、起業家などが含まれる。彼らは
自律性と柔軟性を有しており、技術や才能、寛容
性のある都市に集まる傾向を持つ。こうした人材
が好むような都市環境も、都市の成長をもたらす
要素となり得る。

上述のような効果で、人口移動が地域の企業立
地を促進した場合、それが地域の経済成長にどの
ようにつながるのだろうか。ここでは、集積の経
済という観点から指摘しておきたい。

集積の経済は、ある地域に立地している産業が
規模による外部経済のために収穫逓増を示し、そ
の結果同じ地域に産業が集まることである。外部
経済とは、経済活動が当事者だけでなく社会的に
も望ましい結果をもたらすことである。この外部
経済により、単位量当たりの生産費用が下がり、
企業が集まっている場合に効率的な生産が達成さ
れる。新潟県燕市における洋食器の製造や、岡山
県倉敷市児島におけるジーンズの製造など、製造
業における「産地」はこの典型例といえよう。

Marshall（1890）は、この集積の経済が生じる
要因として、取引関係の近接性による費用の削減
の他に、知識のスピルオーバー、非交易生産要
素、熟練労働力のプールといった要素を指摘して
いる。

知識のスピルオーバーは、経済主体間が近接し
ていることにより、知識や情報が伝

でん

播
ぱ

しやすくな
り、技術革新につながるというものである。米国
のシリコンバレーにおけるハイテク産業の集積は
この要素が大きいとされる。知識が付加価値の中
心となる社会においては、対面接触による情報伝
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達が重要視される（Gabe and Abel, 2011）。
非交易生産要素は、原料を投入して製品を生産

するプロセス以外（非交易）における、専門業者
による効率的なサービスの提供がもたらす効果で
ある。情報通信、金融などのサービスや、特定の
製造業にサービスを提供する試験業者などが考え
られる。

熟練労働力のプールは、売り手・買い手ともに
参加者が多数の競争的な労働市場が成立すること
の効果である。双方にとって、探索コストが低下
する。

集積の経済には、特定の産業内部で生じる特化
の経済と、異なる産業間で生じる都市化の経済が
あると想定されている。特定の産業に限定されな
い知識の集積やさまざまな産業に寄与する対事業
所サービス業の集積が外部性をもたらしていると
きに、都市化の経済が生じると考えられる。都市
化の経済の場合、人口移動などによって特定地域
に人口が集中することが大きく影響すると期待さ
れる。

また、集積の経済については、それを構成する
企業間のネットワークの構造や企業間の競争、文
化的近接性などの観点から多様な形態の存在が指
摘されている。例えば、自動車産業の集積では、
完成車を製造する事業所の中心性が高いネット
ワーク構造であるが、東京都大田区の機械工業で
は、水平的なネットワークが展開されている。

都市化の経済の下での知識の交流促進を考えた
場合、都市環境の在り方も重要である。多様な近
隣が存在し（Jacobs, 1969; Wixe, 2018）、アメニ
ティの充実や人々が交流する場所、歩きやすい
都心の実現が重要視される（Katz and Wagner, 
2014）。特に大規模な集積ではない小規模都市で
イノベーションを引き起こすためにこの要素が注
目されている（Chatterji, Glaeser, and Kerr, 2014; 
Mayer and Baumgartner, 2014）。

他方、本稿でのちに論じるコロナ禍では、密度

の高さが感染拡大防止の観点から忌避されたとこ
ろであり、集積の経済との間に相克が生じていた
といえよう。

3　人口移動と企業立地の長期トレンド

本節では、人口移動がなぜ生じるか議論したう
えで、戦後のわが国の人口移動とそれに対応した
企業立地の変遷を整理する。

人口移動が生じる理由には、経済的理由と非経
済的理由が存在する。

経済的理由は、地域間に所得差がある場合に、
所得が低い地域から高い地域に人口が移動すると
いうものである。地域間の所得差の存在は、地域
間で労働力の供給に不均衡があることを示す。人
口移動はこの不均衡を解消し、地域間の所得格差
を是正する。この理由の観点からは、中長期的に
は人口移動が生じなくなると考えられる。

ただし、人口移動が地域間の所得格差にもたら
す影響はこればかりではない。上述のように、人
口が集中し、経済活動が活発化することは、集積
の経済、特に都市化の経済の形で地域の労働生産
性向上に大きく寄与する。このことが新たな地域
間格差の発生につながる。

また、人口移動を行うのは、高度な教育を受け
た、あるいは知識・技術を多く持った人的資本の
高い人材である傾向がある。こうした人材が選択
的に大都市圏に向けて移動することで、地域間格
差の拡大につながる。

非経済的理由としては、例えば環境アメニティ
を求めた人口移動など、さまざまなものが存在し
ているが、大都市圏と地方圏の間での人口移動を
観察するうえで重要なのは、ライフサイクルに対
応した人口移動である。ライフサイクル上で人が
置かれた状況によって、移動のしやすさや移動の
目的地の傾向が異なっているのである。例えば、
就職・進学を機に、就職先の企業や進学先の学校
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がある地域に移動する、結婚を機に、結婚相手の
居住地に移動するといったことが想定される。
図－ 1 は、2020年に行われた総務省「国勢調査」
に基づく 5 年前の居住地で、年齢別の人口移動の
状況を示している。国勢調査は 5 年ごとに実施さ
れ、 5 年前の居住地が調査時点の居住地と違う場

合に人口移動が生じたと見なしている。つまり、
例えば20歳の移動とは、15歳から20歳までの間の
どこかの時点で移動したことを示している。ここ
から読み取れる傾向は明白で、進学・就職などが
活発化する10歳代後半から20歳代前半の時期に、
高い移動率が記録されていることが示されている。

図－ 1　 5年前の居住地（年齢別）
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資料：総務省「国勢調査」（2020年）（図－ 2 も同じ）
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また、移動の方向にも傾向がある。図－ 2 は、
再び2020年の国勢調査から、年齢 5 歳階級ごとに、
大都市圏・地方圏間の人口移動数を示したもので
ある。10歳代後半から20歳代前半にかけて、大都
市圏へ移動する動きが卓越し、大都市圏のネット
の人口移動が大きくプラスになっている。20歳代
後半以降は、地方圏を目指す動きが増え、年代に
よっては、大都市圏のネットの人口移動がマイ
ナスになっている。この年代では、いわゆるUJI
ターンといわれるような、大都市圏から地方圏へ
還流する動きが目立つのだ。

さらに、人口移動の総量はしばしば万有引力の
アナロジーでとらえられ、出発地と到着地の人口
規模が大きいほど、また出発地と到着地の間の距
離が近いほど移動が多いことが知られている（重
力モデル）。この特性は人口移動の多くが極めて
狭いエリアで展開されることにつながっている。
ここで再び図－ 1 を見ると、自市町村内での移動
が人口移動の大きな部分を占めていることが確認
できる。

実際の人口移動はこうした複数のファクターが
絡み合うことで生じている。これを踏まえて、戦
後の日本の人口移動がどのような理由で生じてき
たかを議論する。図－ 3 は総務省「住民基本台帳
人口移動報告」に基づく、1954年から2020年まで

の都道府県間の人口移動数を示したものである。
ネットの人口移動として、大都市圏の地方圏に対
する転入超過（大都市圏の純移動）を示すのと同
時に、グロスの人口移動として、人口移動の出発
地と到着地それぞれについて、大都市圏・地方圏
で振り分けた人口移動の総量を示している。

ネットの人口移動は、1960年代にピークとなり、
1970年代にかけて低下、以後は増減を繰り返して
現在に至っている。一部の例外的な年を除いて、
大都市圏は転入が転出を上回っている。グロスの
人口移動は、年による細かい変動はありつつも、
基本的には1970年前後がピークで、以後は減少を
続けている。また、当初は地方圏から大都市圏へ
の移動が多かったが、時代が下るにつれて大都市
圏相互・地方圏相互での人口移動の構成比が高
まっている。

大都市圏への転入超過が最も大きかったのは、
1955年ごろから1970年ごろにかけてのいわゆる高
度経済成長期である。その要因の一つとして、地
域間の所得格差が挙げられる。ジニ係数で計測し
た県民所得の地域間格差は1961年にピークを記録
しているなど（梶、2006）、この時期は大都市圏
と地方圏の間の所得格差が非常に大きく、より高
い所得を求め、地方圏から大都市圏への移動が多
く生じた。この人口移動は、大都市圏への人口集

図－ 2　大都市圏・地方圏間の人口移動数（年齢別）
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中をもたらしたが、所得水準という観点では、大
都市圏に人口が移動することによって大幅に格差
が縮小した。

他方、総移動のピークがより遅くなっている点
については、人口の年齢構成が指摘できる。1947年
から1949年生まれの第一次ベビーブーマー、いわ
ゆる団塊の世代をはじめ、戦後の出生数が多かっ
た時期に生まれた人々が移動率の高い世代である
時期に、活発な人口移動が生じている。

のちの時代の人口移動の、純移動・総移動双方
の鈍化も、同じく二つの要因から説明できる。

第一に、地域間の所得水準の格差が縮小したた
めに、かつてのような大規模な人口移動は生じな
くなった。これは、人口移動による不均衡の解消
と同時に、例えば地方圏に開発拠点を置き、工業
化を進めた新産業都市のように、政府が地方圏へ
の資本の投下を行い、地方圏の所得が上昇したこ
との効果でもある。ただし、上述の集積の経済や
人的資本の分布といったファクターは依然として
地域間の労働生産性の格差をもたらしており、こ
の観点から地域間格差が存続しているために、一
定の波を示しながらも大都市圏へと向かう人口移

動は継続している。
第二に、人口の年齢構成の変化が指摘される。

日本全体の年齢構成として、高齢層・壮年層が拡
大する中で、総移動が停滞するのは当然の結果で
あると考えられる。こうした条件の下で、総移動
の増加によって地域経済の活性化を図ることも容
易ではないと想定される。

また、人口の年齢構成と人口移動の方向にも対
応が見られる。先に指摘したように、ライフサイ
クルの中で大都市圏へ向かう移動が卓越する時期
と、地方圏へ向かう移動が卓越する時期は異なっ
ている。1970年代には、地方圏の人口移動がわず
かながら転入超過となり、同時代的には「地方の
時代」が到来したと認識された。ところが、のち
の時代の分析では、この転入超過は、年齢構成の
観点からUターンする者が多かったというのも大
きな要因の一つであると解釈されている（伊藤、
1990）。

さらに、より短いスパンで見た場合、労働力の
需要の大小は景気変動の影響を大きく受けてお
り、人口移動の規模もその影響を受ける。大都市
圏が転出超過になっている、ないし転入超過幅が

図－ 3　都道府県間の人口移動数の推移

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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著しく小さくなっている時期は、 2 度の石油危機
の間の1976年、バブル崩壊後の1994年、東日本大
震災のあった2011年などが該当し、大都市圏にお
ける労働力の需要が減少した影響を受けていると
想定される。

さて、ここまでは、人口移動の傾向を大都市圏・
地方圏という大きなくくりの中でとらえ、その枠
組みの下での長期トレンドについて議論してき
た。しかし、実態としては大都市圏・地方圏の中
での人口移動の状況も一様ではない。

まず、大都市圏についていえば、流入先が三大
都市圏すべてから、東京圏のみが卓越するように
変化してきている。三大都市圏すべてで大幅な転
入超過があったのは1970年代前半までで、以降の
大都市圏の転入超過のほとんどは東京圏が占めて
いる。また、地方圏についていえば、広域中心都

市（北川、1962）と呼ばれる北海道の札幌、東北
の仙台、中国の広島、九州の福岡をはじめとした
ブロックの中心都市への移動が目立つようになっ
てきている。図－ 4 は、1980年と2010年で、国勢
調査に基づき、都市雇用圏1別（2010年基準で統一）
の最大人口移動先（総移動）を線で示したものであ
る。東京を最大の移動先とする都市圏は減少し、
特に仙台や福岡が所在する圏域内での焦点として
の位置づけを強めていることが分かる。

こうした変化をもたらしたのは、産業構造の変
化である。戦後の日本では、ペティ・クラークの
法則といわれる多くの国で見られる傾向に従っ
て、まず第一次産業の就業者が減少し、第二次・
第三次産業の就業者が増加した。次に、1970年代
をピークに第二次産業の就業者が減少し、第三次
産業の就業者が増加した（総務省統計局、2010）。

1  金本・徳岡（2002）で提唱された、基礎自治体の境界に関わらず都市圏を把握する手法。中心都市とその都市への通勤率が概ね10％
を超える地域を一つの都市圏としている。

図－ 4　1980年と2010年の都市雇用圏別最大人口移動先

東　京 東　京

仙　台仙　台

2010年1980年

出所：Fukuda, Seta, and Kidokoro（2014）
（注）東京を最大の移動先とする場合を濃い実線、それ以外を薄い実線で示している。
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大まかに見て、第一次産業は農村、第二次・第
三次産業は都市に立地することから、第一次産業
の就業者の減少は農村から都市への人口移動をも
たらした。高度経済成長期までの日本において、
製造業の立地は三大都市圏に集中していたことか
ら、農村から都市への人口移動は各地域におけ
る都市人口の増大をもたらすと同時に、全国ス
ケールで見れば三大都市圏への人口集中をもたら
した。

第三次産業が中心となる社会においては、多く
の先進国の経済は、創造性に基づく知識集約型産
業を重視するように変化してきた（Powell and 
Snellman, 2004; Sacco, Ferilli, and Blessi, 2014）。
起業家、教育機関、革新的なビジネス、優秀な人
的資本が、大量生産者や集約的な労働力よりも、
経済発展の重要な要因と見なされるようになった

（Morisson, 2015）。こうした条件の下で、最大の
集積地である東京において都市化の経済が強く働
くこととなった。さらに、グローバルな都市間の
ネットワークが拡大する中で、世界と接続した首
都である東京の優位性はより強固なものとなっ
た。同時に、中枢管理機能が大都市の持つ機能と
して重要な位置づけを占めるようになった。中枢
管理機能とは、行政・経済・文化などで広域的・
全国的ネットワークの中枢となる機能であり、さ
まざまな分野において、ネットワーク全体から必
要な情報を集め、意思決定・調整・管理をする。
この中枢管理機能は、全国スケールでは東京に集
中する一方で、より狭いスケールではそれを補完
する機能が各地に分布する。企業でいえば、東京
に本社を設ける一方で、各地を統括する支社が各
地方に配置されるといった形だ（阿部、1991）。
この所在地がブロックの中心となる都市であり、
さらに狭いスケールで見れば、県庁所在地のよう
な都道府県の中心となる都市である。

つまり、地方圏内での人口移動の拡大と大規模
な人口集積を持つ都市の発生は、地方圏における

内発的な経済発展を必ずしも示唆しない。むしろ、
東京を頂点としたヒエラルヒーの強化によって生
じた結果という側面を有している。

もっとも、こうした経緯であっても、人口集積
は生じており、これが新たな企業立地を惹起して
いるという側面もあることから、広域中心都市が
新たな種類のサービス業の立地としても期待され
ている（千葉、2018）。また、福岡市で展開され
るスタートアップ支援のように、ヒエラルヒー構
造によらない新たな企業立地が生じることが期待
されている（小栁、2018）。

この形態に限らず、知識経済化の中での地方圏
には、集積の経済がうまく働くような都市構造が
求められる。さらに、集積の構造としても、多様
な在り方を模索することが必要であろう。都市内
で人口や経済活動がどのように分布するかも重要
な問題であり、また上述の通り、集積の経済の効
果がより引き出されるような都市環境・都市構造
の構築が課題となる。

4　コロナ禍での人口移動の傾向

前節までの流れで変化してきた人口移動が、コ
ロナ禍においてどのように変わったのか検討す
る。特に本稿の関心の中心である地方圏に注目し、
大都市圏との関係を議論する。

コロナ禍は接触の制限が志向されるという点で
従来とは大きく異なる状況をもたらし、普及しつ
つあったリモートワークの普及を急加速させた。
種々の制限が緩和される中で多くは元に戻りつつ
あるが、不可逆な変化も含まれると考えられる。
他方で、経済の縮小という観点では過去の景気後
退局面と共通している側面もある。ここでは人口
移動の何が変化していて、何が変化していないの
かを議論する。なお、本節の分析は筆者の既発表
の論文・論考（福田、2022、2023a）を再構成し
たものである。
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コロナ禍における人口移動として、東京都にお
ける転出超過の発生などが注目された。一見する
とこれは東京一極集中の緩和や地方圏の相対的人
口増を示しているように思われるが、東京都から
の流出先で最も大きく増加したのは神奈川県・千
葉県・埼玉県といった東京都の通勤圏に含まれる
地域である。これに対し、対地方圏の人口移動の
変化は相対的に規模が小さい。それでも、大都市
圏への転入超過は前の期間と比べると縮小してお
り、一定の変化は確認できる。図－ 5 は地方圏の
道県において、特に大都市圏からの人口移動数（総
移動）を2019年と2021年で比較して増加率を示し
たものだが、多くの地方圏で大都市圏からの人口
移動数が拡大している。ただし、変化は均一では
なく、茨城県・新潟県・長野県など大都市圏周辺
地域への流入が顕著である。また、こうした変化
は、上述の通り景気の後退局面でしばしば生じて
いることにも留意する必要がある。

ここでは、上述の重力モデルを修正し、出発地・
到着地の社会経済的ファクターによる影響を反映
した修正重力モデル（Greenwood and Hunt, 2003）

により、各年の大都市圏各都府県から地方圏各道
県への人口移動数を説明するモデルを構築し、コ
ロナ禍により各社会経済変数との関係が変化した
かどうかを分析する。その際に、住環境など、コ
ロナ禍で密を避ける必要が生じる、遠隔で活動で
きるようになる、などの条件の変化に対応してい
ると期待される変数を導入する。

一般的な重力モデルは以下のように表現され
る。Mij は地域 i から地域 j への人口移動数、Dij

は地域 i・j の間の距離、Piは地域 iの人口、Pjは
地域 jの人口、α、β、γ1、γ2は各変数の寄与
を定める定数である。

ここに、出発地・到着地の社会経済的ファクター
を反映させると、以下のようになる。ただし、
Vi 1…Vilは出発地の変数、Vj 1…Vjmは到着地の変
数、Vij 1…Vijnは出発地と到着地の組み合わせで
定義される変数であり、Δ1…Δl、ε1…εm、ζ1…ζn

は各変数の寄与を定める定数である。

被説明変数である人口移動数は、大都市圏に属
する11の都府県から地方圏に属する36の道県への
移動数（ 1 時点当たり396個の値）を採用する。
各年の住民基本台帳人口移動報告に基づく値を利
用する。

また、一般的な重力モデルに必要な変数に関し
て、距離（Dij）については国土地理院がまとめ
ている都道府県庁間の距離を、人口（Pi、Pj）に
ついては各年10月 1 日現在の総務省「人口推計」を
用いる。

導入した社会経済変数は以下の通りである。
・  所得（INCij）：内閣府「県民経済計算」により

Mij＝α Pi
γ1Pj

γ2

Dij
β

Mij

＝α Pi
γ1Pj

γ2Vi1
Δ1…Vil

ΔlVj1
ε1…Vjm

εmVij1
ζ1…Vijn

ζn

Dij
β

図－ 5　コロナ禍における大都市圏からの人口移動数
　　　　　（総移動）の変化

5％以上
0％以上5％未満
-5％以上0％未満
-5％未満
大都市圏

出所：福田（2022）
（注）2021年における大都市圏からの人口移動数（総移動）の、2019年

からの増加率を示す。
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算出した 1 人当たり県民所得の、到着地の出発
地に対する比。係数の符号は正であると想定さ
れる。

・  産業構造の高度化（INDij）：国勢調査により算
出した第三次産業構成比の、到着地の出発地に
対する比。係数の符号は正であると想定される。

・  大学（UNIVij）：文部科学省「学校基本調査」
により把握した大学数の、到着地の出発地に対
する比。係数の符号は正であると想定される。

・  年齢構成（ELDij）：国勢調査により算出した
高齢化率の、到着地の出発地に対する比。高齢
者は移動しにくい傾向にあることから、係数の
符号は負であると想定される。

・  過去の人口移動（PASTij）：住民基本台帳人口
移動報告に基づく過去20年間に生じた到着地か
ら出発地への人口移動数の合計値の、出発地の
人口に対する比率。地域間のつながりを示す指
標であり、係数の符号は正であると想定される。

・  住居の大きさ（SPACE i、SPACE j）：総務省「住
宅・土地統計調査」により算出した 1 人当たり
居室面積（畳数）の、出発地・到着地別の値。
密を避けられる環境であるかを示す指標であ
り、係数の符号は出発地側が負、到着地側が正
になると想定される。

・  二次的住宅2（SH i、SH j）：住宅・土地統計調
査から算出した全住宅に対する二次的住宅構成
比の、出発地・到着地別の値。別荘等への利用
状況から、職場等への近接性への要請が弱まっ
た際に選択される可能性の高さに対応したもの
であることが期待され、係数の符号は出発地側
が負、到着地側が正になると想定される。

・  気象条件（TEMP ij）：総務省「統計でみる都
道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体
系）」収録の、気象庁「過去の気象データ」によ
り把握した年平均気温の、到着地の出発地に対

する比。生活環境を意識した人口移動を評価
する変数で、係数の符号は正であると想定さ
れる。
上記の変数を式に加えたうえで、先の修正重力

モデルの式の両辺対数をとると、以下のように線
形化することができる。この式について推計を行
うこととする。

まず、コロナ禍前の2019年と、年間を通してコ
ロナ禍であった初めての年である2021年、種々の
制限が緩和された2022年を比較する。表－ 1 に結
果を示す。

2019年と2021年を比較すると、人口移動と各変
数の関係が変わっていることが分かる箇所が多数
指摘される。Dij、SPACE j、TEMPij はコロナ禍
前の2019年時点では有意ではなかったが、コロナ
禍の中である2021年には想定通りの符号で有意に
なっている。Dij については、コロナ禍により遠方
への移動が避けられるようになった、あるいは大
都市圏への一定のアクセス性を持った地方圏が志
向されるようになったと解釈することができる。
また、SPACE jとTEMPijについては、住宅の広
さや気温の観点から快適な地域が選択できるよう
になったといえよう。さらに、INCijは2021年に
有意に負になっている。当然、所得が低いことを
理由に人々が移動先を選択しているとは考え難
く、これは何らかの代理変数となっていると想定
されるが、従来とは違う基準の居住地選択が生じ
ていることが示唆される。また、INDijは2021年

logMij＝a1＋a2logDij＋a3logPi＋a4logPj

	 ＋a5INCij＋a6INDij

	 ＋a7UNIVij＋a8ELDij

	 ＋a9PASTij＋a10SPACEi

	 ＋a11SPACE j＋a12SHi

	 ＋a13SHj＋a14TEMPij

2  二次的住宅とは、週末や休暇時に使用する別荘や、たまに寝泊まりする人がいる住宅など、普段は人が居住していない住宅を指す。
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に有意でなくなり、産業構造が人口移動数と関係
しなくなっている。

しかしながら、上記の2021年の特徴は、Dijを
除いて翌2022年に失われている。種々の制限の解
除により、コロナ禍前の傾向が多く戻っていると
判断される。これに対し、SH iの係数は、2022年
は想定と異なり有意に正になっている。分析対象
とする大都市圏の都府県において、二次的住宅構
成比が大きいのは郊外の県である。すなわち、距
離の負の影響と合わせて、大都市圏郊外からさら

に「外」を目指す動きが生じていると考えられる。
他方で、Pi、Pj、ELDij、PASTij、SHjは 3 時

点いずれにおいても有意で、かつ符号も想定通り
であり、これらの変数はコロナ禍の状況に関係な
く人口移動と関係していることが確認できる。

次に、特徴的な変数について、1974年から
2022年の長期にわたる係数の変化をまとめる

（図－ 6 ）。3 時点比較で特徴的な傾向が確認でき
たDij、INCij、INDij、SPACEj、SHi、TEMPij

の各変数について、 5 ％水準以上で有意なものの
み示すこととする。

長期的に比較を行っても、2021年において
SPACE jが有意に正、INCij が有意に負であるの
は、従来にない特異な状況であることが分かる。
また、2022年のDijの係数の水準は、1982年以来
の水準であり、近年では稀な状況であることが分
かる。

以上から、コロナ禍における人口移動の変化を
地方圏の視点から考察すると、まず変化の規模と
しては必ずしも大きくないことが指摘される。そ
の中で子細に検討すると、一部にコロナ禍の特性
を反映したと思われる今までにない特徴が確認で
きる。ただし、こういった変化の影響を強く受け
るのは大都市圏に近い地域となっており、地方圏
の中でも差異が見られる。また、種々の制限の緩
和が進んだ2022年のデータを検証すると、上述の
特徴は必ずしも維持されていない一方で、新たな
傾向も確認できる。何が不可逆な変化として残っ
ていくのか今後も注視する必要がある。

5　全国スケールでの開業率の動向

人口移動がもたらす企業立地への効果と、その
コロナ禍における変化を検討するために、グロス
事業所開業率とグロス人口流入率の関係を検討す
る。上述のように、地方圏において中枢管理機能
のヒエラルヒーから脱した企業立地が求められる

表－ 1　修正重力モデルによる推計

⑴ ⑵ ⑶
被説明変数 人口移動数
サンプル 2019年 2021年 2022年
切　片 -0.589

（-1.096）
-0.986

（-2.042
*
）

-0.612
（-0.970）

Dij -0.043
（-1.805）

-0.044
（2.249

*
）

-0.158
（6.372

***
）

Pi 1.008
（35.013

***
）

0.991
（40.728

***
）

1.079
（35.131

***
）

Pj 0.099
（2.807

**
）

0.162
（5.483

***
）

0.276
（7.396

***
）

INCij -0.098
（-1.370）

-0.125
（-2.145

*
）

0.049
（0.694）

INDij 0.352
（2.392

*
）

0.214
（1.777）

0.482
（3.212

**
）

UNIVij 0.016
（0.834）

-0.014
（-0.847）

-0.025
（-1.192）

ELDij -1.145
（-8.625

***
）

-1.028
（-8.614

***
）

-0.768
（-4.975

***
）

PASTij 0.911
（44.504

***
）

0.912
（53.028

***
）

0.801
（36.944

***
）

SPACEi -0.293
（-0.978）

-0.251
（-0.913）

-0.325
（-0.898）

SPACEj 0.244
（1.087）

0.420
（2.116

*
）

-0.224
（-0.875）

SHi -0.175
（-2.056

*
）

-0.213
（-2.879

**
）

0.295
（3.123

**
）

SHj 0.071
（2.488

*
）

0.086
（3.615

***
）

0.118
（3.923

***
）

TEMPij 0.045
（0.540）

0.190
（2.692

**
）

-0.028
（-0.313）

adj. R2 0.982 0.988 0.979
観測数 396 396 396

資料：福田（2022、2023a）（図－ 6 も同じ）
（注） 1 （　　）内は標準誤差（以下同じ）。
 2   ***、**、*はそれぞれ0.1％、 1 ％、 5 ％水準で有意であること

を示す。
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中で、開業率に注目することは意義があると考え
られる。グロスの人口移動が何らかの革新性のあ
る事業をもたらすという観点から、ここでは開業
と人口流入それぞれをグロスで評価している。

コロナ禍では、リモートワークの普及や密を避
ける動きの中で、人口移動を規定する要因にいく
ばくかの変化が見られた。被用者の働き方の変化
に注目が集まることが多いが、小規模な事業所（多
くの事業所は開業時点では小規模である）を営む
に当たっても、対外的な対面接触の重要性の変化
は立地を決定する条件の変化としてとらえられる
と想定される。

具体的には、2016年（コロナ禍前）と2021年（コ
ロナ禍の中）の総務省・経済産業省「経済センサ
ス―活動調査」（以下、経済センサス）において、
開設年が調査の実施年となっている事業所の割合
を「開業率」とし、住民基本台帳人口移動報告に
基づく前年のグロス人口流入率を「転入率」とし
て、両者の関係を比較する。市町村3別の開業率
を被説明変数とし、転入率を含む複数の説明変数
とする線形の重回帰モデルを用いて、加重最小二
乗法による推計を行う。この方法を採用するのは、
市町村規模には大きな格差があり、規模の異なる

市町村を同じ重みづけで推計に反映させることは
適切ではないと考えられるためである。本分析で
は市町村の重みづけとして、経済センサスによる
民営事業所数を使用している。

なお、経済センサスにおける事業所の開設年は、
当該事業所が現在の場所で事業を始めた年であ
り、新規の開業とともに移転を含んでおり、また
複数事業所企業の支所である場合も含まれる。人
口移動との関係で述べるならば、別の土地に居住
するのを機に新たに開業した場合、別の土地に居
住するのに合わせて事業所を移転した場合、複数
事業所企業の新規事業所開設に合わせて従業者が
移転した場合が含まれる。また、経済センサスの
実施時期は 6 月 1 日であるため、「当該年に開設」
は、当該年の 1 月から 5 月までの間に開設され、
6 月 1 日時点で存続していた事業所を指す。

推計には、ここで問題にしている転入率以外に、
開業率と関係していると期待される、以下の変数
を導入した。変数の選定と期待される効果の判断
には、岡室・小林（2005）を参照した。
・  人口増加率：需要増をもたらし開業率に正の影

響をもたらすと期待される。総務省「住民基本
台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」に基

3  東京都特別区部は全体で一つの市町村と見なした。また、福島第一原子力発電所事故の影響で事業所数が極端に少なくなっている市
町村は含まない。

図－ 6　人口移動に関係する要素の係数の推移
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づく人口増加率（2015年、2020年）を使用する。
転入による社会増もここに含まれており、転入
率は人口一般の増加とは異なる転入者の追加的
な効果を検証する変数となる。

・  所得：需要増をもたらし開業率に正の影響をも
たらすと期待される。総務省「市町村税課税状
況等の調」に基づく、納税義務者 1 人当たり課
税対象所得を使用する。

・  失業率：二つの異なる方向の効果が期待される。
第一に、失業率の高さは開業のハードルを高め
る困難な経済状況を示唆しており、開業率を引
き下げる。第二に、失業者は自ら所得を確保す
る手段を得ようと活動することが多く、そのた
め失業率が高くなるほど開業率も高くなる。国
勢調査に基づく、完全失業率（2015年、2020年）
を使用する。

・  持ち家率：持ち家を所有していることは資金調
達の容易さにつながるため、開業率に正の影響
をもたらすと期待される。国勢調査に基づく、
住宅に住む一般世帯に占める持ち家に住む者の
割合（2015年、2020年）を使用する。

・  専門・技術比率：高度な人的資本の蓄積を示す
変数であり、特にハイテク分野において開業率
に正の影響をもたらすと想定される。国勢調査
に基づく、15歳以上就業者に占める専門的・技
術的職業従事者の割合（2015年、2020年）を使
用する。

・  大卒率：専門・技術比率と同様に高度な人的資
本の蓄積を示す変数であり、開業率に正の影響
をもたらすと想定される。国勢調査に基づく、
15歳以上の卒業者に占める大学・大学院卒業者
の割合（2015年、2020年）を使用する。

・  面積当たり事業所数：事業所密度が高いほど集
積の経済が働き、情報のスピルオーバー、非交
易生産要素、熟練労働力のプールといった利点

を享受できるため開業への障壁が低く、高い開
業率につながると期待される。経済センサスに
基づく、 1 ㎢当たりの民営事業所数（2016年、
2021年）を使用する。

・  平均事業所規模：企業規模が小さいほど新規事
業者の参入障壁が低いと考えられることから、
平均事業所規模が小さいほど開業率が高くなる
と想定される。経済センサスに基づく、民営事
業所当たりの従業者数（2016年、2021年）を使
用する。

・  製造業率：経済のサービス化が進展する中で地
域の製造業の比率が高い場合、開業が活発では
ない業種への依存度が高いと考えられ、開業率
は低くなると想定される。経済センサスに基づ
く、事業所に占める製造業の割合（2016年、
2021年）を使用する。

・  公務率：二つの異なる方向の効果が期待される。
第一に、公共投資の充実により開業するための
環境が整い、開業率に正の影響をもたらすと想
定される。第二に、公的セクターが多くの人材
を擁しているために、開業する誘因が乏しく、
開業率が低下する効果が想定される。国勢調査
に基づく、従業地ベースの就業者数に占める公
務の割合（2015年、2020年）を使用する。

・  新幹線：交通の利便性が高いことで開業が容易
になるため、開業率に正の影響をもたらすと期
待される。国土交通省「国土数値情報」に基づ
き、前年時点で新幹線（ミニ新幹線を除く）の
駅がある場合に 1 をとるダミー値を使用する。
ともに人的資本を示す変数である専門・技術比

率と大卒率には強い正の相関があったため、どち
らか一つずつをモデルに入れる形で別個に推計を
行った4。また、各説明変数は標準偏差が 1 にな
るように規格化されており、各変数の絶対的な水
準の違いによる係数の大小の差は生じていない。

4 この設定の下ではいずれの推計でもVIF値は 4 未満であり、多重共線性の問題は生じていないと考えられる。
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推計結果について論じる前に、開業と開業率の
実態を概観する。まず、図－ 7 において、産業大
分類別の開業数を検討する。

⑴では、2016年と2021年で比較する。コロナ禍
による景気後退の影響を受けて、全産業の開業数
は減少しているが、業種ごとの傾向は一様ではな
い。対面接触が重要である「宿泊業、飲食サービ
ス業」で大きく減少し、「生活関連サービス業、
娯楽業」も減少が顕著であるが、他の大分類の多
くは増加、もしくは微減にとどまっている。

⑵では、三大都市圏と地方圏で分けた際の開業
数の産業大分類別構成比を示している。「情報通
信業」の構成比が東京圏において顕著に高く、「不
動産業、物品賃貸業」「学術研究、専門・技術サー

ビス業」についても比較的高い。大阪圏もこれら
の産業は東京圏に準じて構成比が高く、大阪圏・
名古屋圏で「製造業」の構成比が比較的高い。地
方圏は顕著な産業はないものの、「建設業」や「宿
泊業、飲食サービス業」で大都市圏を上回ってい
る。全体としては、知識経済下での成長性が高い
産業の開業が東京圏に集中していることが確認で
きる。

次に、都道府県別でみた開業率の 2時点間比較
を図－ 8 に示す。各都道府県を示す円のサイズは
2016年、2021年の事業所数の平均に対応している。
全体に、大都市圏を中心とした事業所数の多い都
道府県ほど開業率が高い傾向が見られるが、 2 時
点とも最も開業率が高いのは沖縄県であり、それ

図－ 7　産業大分類別の開業数と地域別構成比

⑴　2016年と2021年の開業数の比較（全国）

⑵　地域別構成比（2021年）
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資料：総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」（各年）（図－ 8 も同じ）
（注）構成比は小数第 2 位を四捨五入して表示しているため、合計は100％にならない場合がある（以下同じ）。
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以外にも集積の規模では説明できない差異が確認
できる。2016年と2021年を比較すると、全国の傾
向に対応して開業率が低下した県が多いものの、
埼玉県・熊本県・三重県など上昇した県も確認で
きる。埼玉県のような大都市圏郊外地域では人口
移動との対応も想定される。

上記の点を踏まえたうえで、推計を行った。
2016年、2021年それぞれにおいて、専門・技術比
率と大卒率をそれぞれ変数として導入した結果を
表－ 2 に示す。本分析の関心の中心である転入率
について、2016年と2021年で異なる結果が出てい
る。2016年の転入率の係数は有意ではなかったが、
2021年のそれは双方の推計式で有意に正であっ
た。コロナ禍の中でリモート会議などの手段が普
及し高密度が回避されるようになった結果、事業
所の移転を伴う移動など、従来とは質的に異なる
人口移動が生じていたことが示唆される。

他の変数の結果についても確認しておく。人口
増加率と専門・技術比率の係数はすべての推計式
で有意に正、製造業率の係数はすべての推計式で
有意に負であり、想定通りの結果となっている。

大卒率と平均事業所規模の係数は2016年には想定
通りの正負で有意な結果となっているが、2021年
には有意ではなくなっている。また、持ち家率の
係数はいずれの推計式においても有意に負となっ
ており、想定とは逆の結果となっている。岡室・
小林（2005）はこの傾向について、開業を多く行
う壮年層においては、住宅ローンの負担がかえっ
て足かせになっている可能性を指摘している。所
得の係数が⑶のみで有意に負であったことも注目
される。上述の有意となる変数の差を含め、コロ

表－2　加重最小二乗法による推計

⑴ ⑵ ⑶ ⑷
被説明変数 市町村別の開業率
サンプル 2016年 2021年
人的資本を
示す変数

専門・
技術比率 大卒率 専門・

技術比率 大卒率

切　片 1.132
（0.145

***
）

1.299
（0.140

***
）

0.900
（0.149

***
）

1.081
（0.146

***
）

転入率 0.001
（0.015）

-0.011
（0.015）

0.065
（0.015

***
）

0.056
（0.015

***
）

人口増加率 0.171
（0.018

***
）

0.169
（0.018

***
）

0.106
（0.017

***
）

0.117
（0.017

***
）

所　得 0.005
（0.012）

0.000
（0.013）

-0.031
（0.012

**
）

-0.019
（0.016）

失業率 0.078
（0.012

***
）

0.075
（0.012

***
）

0.015
（0.013）

0.017
（0.013）

持ち家率 -0.078
（0.013

***
）

-0.079
（0.013

***
）

-0.024
（0.013

†
）

-0.033
（0.013

**
）

専門・
技術比率

0.052
（0.014

***
）

0.048
（0.015

**
）

大卒率 0.045
（0.011

***
）

0.015
（0.018）

面積当たり
事業所数

-0.010
（0.003

**
）

-0.006
（0.003

†
）

-0.001
（0.003）

-0.002
（0.003）

平均事業所
規模

-0.038
（0.013

**
）

-0.030
（0.013

*
）

0.015
（0.012）

0.013
（0.013）

製造業率 -0.061
（0.010

***
）

-0.073
（0.010

***
）

-0.047
（0.010

***
）

-0.059
（0.010

***
）

公務率 0.011
（0.014）

0.019
（0.014）

0.008
（0.014）

0.006
（0.014）

新幹線 -0.005
（0.004）

-0.004
（0.004）

-0.001
（0.004）

-0.002
（0.004）

R2 0.410 0.411 0.292 0.288
観測数 1,714 1,714 1,714 1,714

資料：  総務省・経済産業省「経済センサス―活動調査」（各年）ほか
各種資料

（注）  ***、**、*、†はそれぞれ0.1％、 1 ％、 5 ％、10％水準で有意で
あることを示す。

図－ 8　開業率の2時点間比較（都道府県別）
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（注）円のサイズは2016年と2021年の事業所数の平均に対応している。
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ナ禍による条件変化で、従来は所得水準が低かっ
た地域において開業が活発化するなど、開業率が
高い地域の傾向の変化が示唆される。公務率およ
び新幹線はいずれの推計式においても有意ではな
かった。

以上の結果は、断片的なものであり、これのみ
でコロナ禍における人口移動と開業の関係の変化
について結論づけることはできない。また、人口
移動のトレンドの変化と同様に、種々の制限解除
を経て元の関係に戻っている可能性もある。しか
しながら、コロナ禍での人口移動の質的変化の断
片を明らかにするものであり、また特定の層の人
口移動を誘致することが革新性の高い企業活動の
促進につながることを示唆するものである。

6　都市内部での飲食店の立地の傾向

次に、都市内部のスケールでのコロナ禍による
企業立地への影響を検討するために、対面接触を
必要とし、感染対策による影響が大きいと想定さ
れる、居酒屋とカフェという二つのカテゴリーの
飲食店について、コロナ禍を含む期間での立地の
比較を行う。

コロナ禍では全国スケールで見た過密都市を避
ける人口移動が注目されたが、都市内スケールで
見た場合にも、高密な中心部が避けられたと考え
られ得る。一方で、地方圏における企業立地とい
う観点からは、各都市において相対的に高密であ
る地区は、特に都市化の経済による集積の利益を
享受することが可能となっている。ここで扱う飲
食店は、情報のスピルオーバーが生じる場所とし
ての機能を果たすことが想定される。また、開業

率の分析でも議論したように、飲食業はコロナ禍
で大きく打撃を受け、廃業したものも多い。そう
した状況での都市内の立地の傾向に変化がないか
検討する。

具体的には、都市雇用圏の中心市となっている
東北地方の市を対象に、「iタウンページ」5で取得
した居酒屋とカフェの2016年 6 月と2023年10月の
立地を扱う。比較の際には、市の中心部の代替と
して市役所からの距離（福田・城所・佐藤、2015）
と、用途地域6による分類を行い、また都市圏規
模による類型化も適宜行う。東北地方を対象とし
た理由としては、さまざまな規模の都市圏が存在
しており、単一の中心のある都市構造を有するも
のが比較的多かったためである。

なお、iタウンページはすべての企業を網羅で
きておらず、 2 時点間でのカバー率にも差がある
と想定されることから、絶対的な店舗数の比較は
適当ではないものの、分布の傾向の変化を検討す
ることは可能であると考えられる。また、iタウン
ページでは店舗の住所が提供されているため、東
京大学空間情報科学研究センターが提供している

「CSVアドレスマッチングサービス」を使用して
座標を取得し、距離や用途地域との対応を調べた。
市役所の位置と用途地域は2016年現在のものを国
土数値情報から取得した。

まず、東北地方全体の結果について、図－ 9 、
図－10に示す。図－ 9 は、市役所からの距離
500mごとに区切った居酒屋とカフェの分布を累
積相対度数により示したものである。図中の破線
が2016年、実線が2023年のデータである。図－10
は、用途地域別に集計した居酒屋とカフェの立地
数を構成比で示しており、市街化調整区域7や非

5    iタウンページは、NTTタウンページ㈱が運営するウェブサイト。電話帳（タウンページ）に掲載されている店舗や企業の情報が検
索できる。

6    都市計画法に基づき、建築物の用途や容積率などについて制限を定めた区域。第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、
第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域（2018年に
追加）、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域の計13区分が存在する。

7  都市計画法に基づき、市街化を抑制し農地や森林を守るために定められる区域。開発行為や建築行為が制限されている。
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線引き区域8の領域を一括して「用途地域外」と
して計上している。

ここから、まず絶対的に居酒屋の方がカフェよ
り集中的に分布する傾向が確認できる。そのうえ
で、コロナ禍を含む 7 年間を経ても、立地傾向は
大きく変化していないことが見てとれる。距離帯
別の図－ 9 では、居酒屋では500mの、カフェで
は500mから1,500mまでの累積相対度数は2016年
から2023年にかけて上昇しており、これらの中心
部への集中傾向が拡大しているといえる。一方、
用途地域別の分布（図－10）を見ると、最も飲食
店が密集している商業地域の構成比は、居酒屋、
カフェともに低下しており、居酒屋では近隣商業
地域、カフェでは住宅系用途地域の構成比が上昇
している。距離的には中心部に近接しながらも、
比較的密度の低い立地が相対的に拡大している。

ただし、この結果は都市圏の人口規模によって
異なっている。図－11では、市役所からの距離
500mごとに区切った居酒屋とカフェの分布につ
いて、都市雇用圏人口により⑴100万人以上（仙

台市のみ）、⑵30万人以上100万人未満（盛岡市、
郡山市など 8 都市）、⑶10万人以上30万人未満（弘
前市、石巻市、酒田市など16都市）、⑷10万人未
満（むつ市、能代市、長井市など11都市）の四つ
に区分して同様の分析を行った。

まず、絶対的な水準として、⑴と⑷のカテゴリー
では中心部への集中傾向が顕著で、その中間の
⑵と⑶のカテゴリーでは相対的に市役所から見た
中心から外れる傾向にある。これは、⑴は中心部
で高密な集積を形成している一方、⑵と⑶では郊
外化が顕著であり、⑷では都市の広がり自体が小
さいことが要因として考えられる。

1,500mで2016年と2023年の累積相対度数を見
ると、⑴は居酒屋が低下する一方でカフェは上昇
している。⑵では両者とも低下し、⑶は変化が乏
しく、⑷では居酒屋が上昇する一方でカフェは低
下している。⑴、⑷ではコロナ禍を含む期間であっ
ても、少なくとも一部では相対的に集中が進んで
おり、平時の集積の成長と郊外化、そしてコロナ
禍の影響が混合して生じていると考えられる。ま
た、小規模な都市においては、特に中心部から離

8  都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市街化区域にも市街化調整区域にも区分されていない区域。

図－9　市役所からの距離と飲食店の分布の累積相対度数
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図－10　用途地域別の飲食店の分布
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れた部分の人口減少が深刻であり、中心部の相対
的成長が生じていると考えられる。

ここでは、飲食店の中でも二つのカテゴリーの
みを取り出して、単純な分布を確認したに過ぎな
いが、コロナ禍を含む期間を検証しても、都市内
の分布傾向は大きくは変化していないことが確認
された。一方、その様相は都市規模によってさま
ざまであり、コロナ禍による変化と平時の集積の
変化が複合的に生じていることが示唆された。

7　まとめと政策的示唆

本稿では、人口減少が進むわが国において、特
に地方圏における経済振興への関心から、人口移
動と企業立地の近年の傾向について論じることを
目指した。

まず人口移動と企業立地が地域経済にもたらす
効果について論じたうえで、長期にわたる人口移

図－11　市役所からの距離と飲食店の分布の累積相対度数（都市雇用圏人口規模別）
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動と企業立地のトレンドについて明らかにした。
地域間格差の是正と人口の年齢構成の変化によ
り、かつてほど大規模な人口移動は生じていない
こと、経済のサービス化の中で東京を頂点とした
ヒエラルヒー型の産業分布が成立していることな
どが指摘された。

以上を踏まえて、コロナ禍を経た近年の人口移
動と企業立地の動向について、三つの分析を展開
した。第一に、コロナ禍前後の大都市圏から地方
圏への人口移動数と関係する要素を分析し、より
よい住環境を求めるなどコロナ禍の特異な傾向が
確認された。種々の制限の緩和後は揺り戻しが見
られるものの、コロナ禍前とは異なる傾向も依然
として確認できる。第二に、自治体への転入（総
人口移動）と開業率の関係について検証し、コロ
ナ禍の下で転入が重要なファクターになっている
ことを示した。その後の状況は不明であるものの、
コロナ禍による構造変化を示唆する結果である。
第三に、都市内での企業立地の観点から、コロナ
禍を含む期間の東北地方の都市における飲食店の
立地の変化を見た。コロナ禍を経ても、中心部へ
の集中傾向が確認できる一方で、都市規模による
傾向差が示された。

本稿の議論の中で留意しておく必要があるの
は、コロナ禍で生じたとされる変化の少なからぬ
部分は、コロナ禍前から生じていた変化を加速さ
せた側面があるということだ。例えば、ビデオ会
議などのデジタル技術はコロナ禍と関係なく発展
していたところ、コロナ禍への対応がその普及を
一気に加速させたものである。人口移動で環境ア
メニティが重視される動きもコロナ禍前から存在
した（伊藤、2006; 張ほか、2016）。その限りにお
いて、コロナ禍での変化は現在まさに生じている
揺り戻しを伴いつつ、一定程度は持続することが
期待される。

こうした状況の下で、特に地方圏における地域
の経済振興につながる政策を展開するのは容易で

はない。それでも、以下の点について一定の示唆
を得ることができると考えられる。

第一に、総人口移動の観点も含めた人口移動促
進施策の可能性である。総人口移動の増加による、
多様な／高度な人材の流入は、地域に革新性のあ
る産業をもたらし得る。実際に、コロナ禍での開
業率の分析では、転入増が開業率の上昇と関係す
る傾向が確認できた。国全体の人口が減少し、純
人口増による経済成長への障壁が大きくなってい
る中で、総人口移動に着目した施策には潜在性が
ある。ただし、本稿で議論したように、総人口移
動は、数としては近距離のものが圧倒的に多い。
子育て世帯への支援など、人口流入を促す施策の
多くは、周辺地域との人口の奪い合いに過ぎない
きらいがある。企業活動の促進による経済振興の
観点からは、この点に留意した施策の展開が求め
られる。

第二に、地方圏における集積の経済の追求であ
る。複数の基礎自治体が連携して高次都市機能の
立地を進める連携中枢都市圏はこの方向に合致し
た施策であり、より広範に展開することが求めら
れよう。飲食店の都市内分布からは、コロナ禍を
経ても中心付近に多くの飲食店が残っている状況
が確認できる。さらに、都市内の人口分布を分析
すると、近年では一定規模以上の都市において、中
心市街地の人口が回復する傾向が見られる（福田、
2023b）。ただし、そうした新住民の多くは新築の
マンションに住み、必ずしも居住地域と強い結び
つきを有しているわけではない。有機的な結合に
転換していくための試みが求められる。ただし、
Kondo and Okubo（2020）が指摘するように小規
模な都市における中心市街地活性化の効果は乏し
く、地方圏の中でどういった集積に注力するか見
極める必要があると考えられる。

第三に、コロナ禍で普及したデジタル技術との
連携の在り方の模索である。国土交通省（2023）
においては、デジタル技術の活用により、人口
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10万人程度で成立する圏域である地域生活圏が提
唱された。この施策は第一義的には生活に必要な
サービスの提供にあるが、企業活動についても同
様の発想を導入することは可能であろう。中小企
業庁編（2022）で紹介されている佐賀県嬉野市の
和多屋別荘では、温泉旅館の環境を生かしたイン
キュベーション・サテライトオフィスが展開され
ている。こうした、地域の特性を生かしながら、
小規模であっても知識の交流が促される立地環境

を各地に構築していくことが求められる。
コロナ禍を経た人口移動や企業立地の構造変化

がある程度残り、上述の施策が展開できたとして
も、それらの恩恵を受けるのは、地方圏の中でも
比較的大都市に近い地域や、一定以上の人口規模
を有する都市に限られている。恩恵がもたらされ
ない条件不利地域に対しては、中央政府が主体と
なった支援策が求められるであろう。
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